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研究成果の概要（和文）： 
省エネルギー建築のための様々な要素技術や知見を適用してゆくことは、建築環境システ
ム分野の専門家の喫緊の責務である。多様な要素技術の省エネ実効性の信頼性の高い公正
な評価が従来不十分であったと同時に、設計者が建物の省エネルギー性能を改善しようと
した時に活用可能な実用的な設計プロセスの枠組みについても不十分であった。この研究
はそれらの問題に取組むものである。 
研究成果の概要（英文）： 
The application of scattered elemental technologies and knowledge to the design of energy-saving 
buildings is an urgent responsibility for experts in architectural environmental systems. There have been 
lacks of reliable and fare evaluation of effectiveness in energy saving for various elemental technologies 
and of the framework for practical design processes, that is applicable when designers improve energy 
performance of their products. This project has been focused on those issues. 
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１．研究開始当初の背景 

2005 年当時、わが国は京都議定書の目標達
成のため、民生分野における二酸化炭素排出
量の増加を 2010 年頃までに 1990 年比 10.7%
増の状態までに抑制する計画を有していた
（平成 17年 4 月の政府の「京都議定書目標
達成計画」）。しかしながら当時における最新
データが示すところによれば、2003 年時点に
おいて<業務その他部門>で 36.1%、<家庭部門
>で 31.4%の大幅な増加となっており、目標達
成のためには現状から 20%もの削減が必要と

なっていた。 
そうした状況を打開するためには、「建築

外皮」(即ち室内と外部を区画している外壁･
屋根･床･開口部等の躯体及び付属部位)と
「設備」に関する省エネ要素技術の各々に対
して、また特にそれら二者の組み合わせ方法
に対して、中立的立場から改めて実効性を科
学的に検証することが不可欠であった。そし
て実効性のある技術については「設計」「施
工」「運用」の各段階での要件を体系的に整
理し、建築外皮と設備の統合化技術として、



実務での活用を促進することが不可欠とな
っていた。そうした状況は、研究終了時の現
時点においても依然として存在するととも
に、民生部門における温暖化の必要性は益々
高まりつつあると言える。 

 
２．研究の目的 
建築におけるエネルギー消費に起因する

CO2 排出量の削減は先進諸国に共通した課題
であり、より実効性のある技術の普及が求め
られている。その課題の解決のためには、
個々の省エネルギー要素技術の効果の明確
化、統合した場合におけるエネルギー消費量
推計精度の向上、といった具体的課題の克服
のための技術開発が必要となっている。本研
究では、統合化技術構築の際に欠落している
と考えられる外皮系及び設備系の要素技術
に係わる評価技術開発を行うとともに、統合
的設計法のフレームワークについて検討を
行うことを目的とした。 
建築外皮側の要素技術として、外皮構造体

の断熱・気密性確保技術及び間仕切壁等内部
仕切りの気密性確保技術、自然通風による排
熱及び室内気流形成、日射遮蔽外皮による日
射取得量の低減技術等を行った。 

設備側の要素技術として、空調システムの
部分負荷時効率向上に関わる問題点の抽出
と解決策の検討に着目し、パッケージ型空調
機の部分負荷特性の測定等を行った。また、
集合住宅の共用部設備のエネルギー消費の
実態及び削減可能性に関する調査検討等を
行った。 

統合技術としては、建物使用条件、立地及
び気象条件を踏まえた、建築外皮と設備を最
適に組み合わせる省エネルギー設計プロセ
スについて検討を行った。 
 
３．研究の方法 
研究は、建築の主たる構成要素である「①

外皮系」及び「②設備系」の各々の主要要素
技術に関する取り組みと、「③外皮と設備の
統合」に関する取り組みによって構成させた。 
①外皮系 
1)自然通風による排熱及び室内気流形成 

自然通風時における気流及び温湿度分布
の解析(実験による数値計算手法の検証、数
値計算による諸条件の分布に及ぼす影響の
評価)を行う。さらに、建物壁面に作用する
風圧分布に詳細予測手法の整備のため、大型
境界層風洞において模型実験を行う。 
2)日射制御による冷房負荷の抑制技術の精度
向上 

開口部の日射侵入率計測法を用いて、代表
的日射遮蔽部材の模型を製作し(可能であれ
ば極力実大模型を使用)、現有のｷｾﾉﾝﾗﾝﾌﾟを
用いた装置において日射侵入率の実験評価
を行う。 

3)外皮の断熱及び結露に係る耐久性維持手法
の検証 
代表的断熱施工方法を対象とした外皮断熱

防露性能の評価及び設計法の作成を行う。 
②設備系 
1)パッケージ型空調機の部分負荷特性の測
定 
パッケージ型空調機の代表的機種に関す

る部分負荷時及び外気温条件による成績係
数の変化を捉える目的で実験室実験を行う。 
2)動的熱負荷計算による部分負荷発生頻度
の推定予測と部分負荷効率低下によるエネ
ルギー消費への影響の検討 
 内部発熱量、外皮断熱日射遮蔽特性、立地
及び気象条件、空調方式の各条件を加味した
空調等部分負荷発生状況を対象とした熱負
荷計算を用いた解析を行う。また、熱源等の
部分負荷特性による空調用エネルギー消費
量への影響及び実態エネルギー効率に関す
る解析を行う。 
3)照明、事務機器等からの発熱負荷量の現状
と設計物件における予測方法の検討、発熱量
抑制のための機器選定方法の整備 
照明、OA 機器、その他機器による発熱量の

予測と抑制手法に関する調査を行う。 
③外皮と設備の統合化 
1)建物使用条件等による負荷への影響と負
荷変動の設備効率に及ぼす影響への対策 
気象条件や内部発熱等の建物使用方法に

より変化する負荷に対応するための設備計
画手法に関して検討する 
2)自然通風・外気冷房による冷房負荷低減手
法 
自然換気通風手法を採用する場合の HVAC

システムの設計方法について検討を行う。 
3)負荷削減手法及び熱源設備等の最適化手
法の総括 
本研究における検討結果を総括して、省エ

ネルギーの実効性を向上させるための建築
に係る外皮及び設備計画手法の枠組みに関
する作成提案する。 
 
４．研究成果 
 研究成果のうち、主なものに以下に概要を
示す。 
(1)自然通風による排熱及び日射遮蔽に関す
る評価設計方法 
通風のための措置を勘案して冷房設備の

一次エネルギー消費量を算定するために、通
風による排熱効果を見込んだ冷房負荷計算
を行った。一般に、通風が冷房負荷に及ぼす
影響を精緻に算定することは容易ではない
ため、効果の過大評価の回避を考慮しつつ、
仮定を設け計算をすすめた。 
 複雑な要因を考慮して通風の効果を評価
検討することは、数値流体計算や換気回路網
計算を用いることで可能となるが、設計実務



者には複雑で実務上現実的な評価法とはな
っていない。そのため、簡易に通風の効果を
検討するためにいくつかのモデル化・仮定を
導入し、通風の負荷削減効果の有無を判定す
るための要件の整理を行った。通風の効果の
有無は、想定した通風経路上に位置する開口
部の開放可能な面積比(対象居室の床面積に
対する開口部の開放可能な面積の比)を確保
できるかどうかの通風措置の有無によって
判定することとし、①無分岐を想定した通風
経路上での評価に限定、②通風時には一定の
通風量が室内に導入されるという負荷計算
上の仮定、③一定の外部風速の設定、③通風
経路上の開口部間に作用する妥当な風圧係
数差の選定、④内外温度差による流入出を考
慮しない、といった仮定を設け検討を進めた。
一方で、開口部の日射遮蔽性能と通風性能の
両性能の相互関係に関する実験を実施する
とともに、窓開閉操作やエアコン使用など居
住者の行為を機械的に再現した方法によっ
て、通風による冷房エネルギー消費削減効果
の評価を行った。この研究の成果は、2009 年
4 月に施行された戸建住宅のための新たな省
エネルギー基準における通風の冷房エネル
ギー消費量削減効果の評価に反映させるこ
とができた。 
 (2)風圧係数データベース改良整備 
 比較的規模の大きな業務用建築に作用す
る風圧に関しては、着目する建物と遮風する
建物の相対的位置及び風向を変化させた風
洞実験を実施した結果に基づき、単独条件に
おける風圧係数より遮風条件下における風
圧係数を予測する手法について検討を行っ
て、風圧低下量に関する関数の特性を明らか
にした。 
 また、小規模建物に係る遮風条件における
風圧係数の予測についても風洞実験を実施
し、次のような結果を得た。すなわち、1)隣
棟間隔が狭くなる、すなわち建物密度が増大
すると壁面の風圧係数が低下するが、風下壁
面についてはさほど大きな差異は生じない。
2)建物密度の変化に対する風上風下壁に作
用する風圧係数は、住宅群が高密度化すると
両者ともに各々ある値に漸近する。3)風上風
下壁間風圧係数差に対して、壁と屋根の間の
風圧係数差は２倍近い。4)配列方法に違いは
あるものの、同一密度においては同程度の風
圧係数差の変化を示す。5)切妻屋根を有する
小規模建物に作用する風圧係数の建築密度
に対する風向別評価法の検討の結果、単独建
物における風圧係数差に対し住宅群の地域
密集度に依存させる方法には可能性がある。 
(3)パッケージ型空調機の部分負荷特性測定 

運転負荷，外気温度と COP の関係，ならび
に室内機運転台数が COPに与える影響につい
て実験を実施し検討した。その結果、負荷調
整が冷媒流量によることが明確になり、冷媒

温度と流量を同時に調整するルームエアコ
ンと比較した場合、負荷率と COP の関係が大
きく異なることが明らかになった。また、ル
ームエアコンでは吹出し風量の増加と共に
COP が上昇する傾向があるが、ビルマルチエ
アコンにおいては複数の室内機の一部のみ
運転する場合には COPが低下することがわか
った。例えば暖房時にルームエアコンでは風
量の増加により凝縮温度を下げることがで
きるので COP が向上する要因となるが、ビル
マルでは凝縮温度の調整を行わず液温の低
下を招くため COP が悪化する可能性がある。
部分台数運転時は冷媒流量が少なくこの影
響が顕著であったと考えられる。 
(4)その他の要素技術に関する検討 
 上述の検討結果以外に建物外皮の断熱及
び日射遮蔽計画に関する設計施工法の検討、
空調設備の熱源効率に関する調査、照明、事
務機器等からの発熱負荷量の現状と設計物
件における予測方法の検討、集合住宅共用部
設備によるエネルギー消費量に関する調査
分析)、発熱量抑制のための機器選定方法に関
する調査を実施した。 
(5)建築外皮と設備の最適統合化設計施工手
法 
 負荷削減手法及び熱源設備等の最適化手
法の総括のため、蒸暑気候下の住宅を例に取
り上げ、冷暖房、給湯、換気、照明、家電に
係るエネルギー消費の削減を目的とした設
計手法の作成に取り組み、設計法のフレーム
ワークについて検討した。小規模建物を対象
とした統合的設計手法の枠組みを規格化す
ることを試みた。 
また、本研究を通じて、建築省エネルギー

性能向上のための統合的設計法開発と普及
のための基礎となる調査検討を行った。統合
化されるべき要素技術を対象とした等しく
公正な評価方法の用意されていることが重
要であり、そのために欠落している優先順位
の高い評価技術開発を行うとともに、設計法
の規格立案を通じ、統合的設計法のフレーム
ワークに関する提案を行うことができた。同
フレームワークに関して、国際標準機構の
TC205 建築環境設計技術委員会において、研
究代表者をプロジェクトリーダーとして規
格案を提案することができた。 
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